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主な社説のタイトル

「原発回帰」

「原発差し止め訴訟」

「プルサーマル」

「原発耐震指針」

「原発データ不正」

「原発臨界事故」

「電力会社不正」

「原発震災」

「浜岡原発訴訟」

「柏崎刈羽原発」

「インド例外化」

「志賀原発判決」

「もんじゅ再開」



２００５年７月３０日

 毎日新聞社説



見直しが必要な理由

国内の状況も、国際的状況も、この５年で大
きく変化している

５年前の議論が十分だったとはいいきれな
い



核燃料サイクル

原子力政策大綱は、発電コストが「直接処分」より
 高いにもかかわらず、「全量再処理」を４つのシナリ

 オの中から選んだ。

その根拠を再検討すべきではないか

「政策変更に伴う費用がかかる」・・・本来、状況の
変化に応じて柔軟に見直すべきでは？

「直接処分の知見の不足」・・・その後の知見は？

「長期のエネルギー安定供給」」「高レベル放射性
廃棄物の減量」・・・高速増殖炉サイクルが実用化
すれば、という前提付きだが、見通しは立たず



核燃料サイクル  
（再処理）

青森県・六ヶ所の「再処理工場」は完成予定を２年
延期。１９９７年操業予定を計１８回延期。いかにむ
ずかしい技術であるか

落下した耐火レンガの回収に、あれほど手間取っ
たことをみても、トラブルへの対処がむずかしいの
では？

本当に操業できるのか、操業開始してもトラブルが
続くのではないか

建設費は当初予定の７００億円から、３倍近い２兆
円以上にふくらんだ。さらにふくらむ恐れも



核燃料サイクル  
（高速増殖炉）

「もんじゅ」は１４年ぶりに運転再開したもの
の、すぐにトラブル。先行きが見えない

たとえ、「もんじゅ」がうまく運転できても、実
用化は遠い

原子力政策大綱は、経済性等の諸条件が
整うことを前提に、２０５０年に商業化すると
しているが、どれほどコストがかさむのかも
みえない



世界的な原発拡大における  
日本の役割

温暖化対策、新興国のエネルギー需要急増 →
原発新設計画が世界的に増加

日本は、どういう姿勢で臨むべきか

どこまで官民一体となって売り込むべきか

安全性確保、人材育成、核不拡散、核軍縮

「原子力産業の国際展開」の項目に書き込まれて
はいるが、世界的な状況はさらに動いている

二国間の原子力協定 インドのケース

日本の行動の基盤となる理念が必要



地震対策

２００６年９月に原発耐震指針が２８年ぶりに
改定される

２００７年７月の新潟県中越沖地震、柏崎刈
羽原発で想定外の揺れ

プレート境界の真上に立つ浜岡原発



原子力安全

原子力安全・保安院が経済産業省に属して
いる問題

原子力安全委員会と保安院の位置づけ



その他

「発電所の新設」・・・エネルギー基本計画（２
０３０年までに１４基以上）が妥当か？

「広聴・広報」・・・いまだに、科学コミュニケー
ションにおける「欠如モデル」では？

「学習機会の整備・充実」・・・小学生のため
のエネルギー副読本「わくわく 原子力ラン
ド」？？



見直しにあたって

今回、原子力政策大綱の見直しを実施する
際には、ステークホルダーの「陳情」や、意見
の「言いっぱなし」に陥らないよう、実質的な
議論を
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